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ま え が き 

 

2008 年のリーマンショックに端を発する経済危機に続き、昨年３月には東日本大震災とい

う自然災害による甚大な被害がわが国社会、経済を根底から揺さぶった。こうした大きな

ショックによる影響は、企業経営へのダメージとあわせて、働く人々にも雇用調整という形

で波及していった。とくにリーマンショック直後は、「派遣切り」という言葉で表現される非

正規雇用で働く人々の大量の契約解除や雇止めが大きな社会問題となり、今年夏に成立した

改正労働者派遣法につながっていくことになる。 

過去にもわが国では、様々な経済・金融危機に直面し、雇用、賃金、労働時間等の調整を

余儀なくされてきた。しかし、2008 年以前は正社員に対する雇用調整が主体だった経緯から

すると、この前後で企業の対応に大きな変化が生じていたことになる。 

そこで、当機構では 2008 年を起点としてそれ以前と以後の雇用調整策の変化を把握し、

今後、正社員及び非正社員の人材活用はどのように変化するかについて、企業の見通しや意

向を把握するために、本調査シリーズのベースとなる「今後の企業経営と雇用のあり方に関

する調査」を実施した。 

労働者派遣法の改正に続き、労働契約法も改正され、年金法等の改正で短時間労働者に対

する社会保険の適用拡大も実施されることになる。さらには、パートタイム労働法の改正も

予定されるなど、非正規雇用をめぐる法制の枠組みが大きく変容する。 

本調査は本年２～３月に実施したが、こうした動きを先取りするかのような企業サイドの

意向も調査結果に現れており、今後の動向を展望するうえで、興味深いデータが豊富に盛り

込まれている。本報告書では、主な調査結果を図表等で紹介するとともに、対象企業の属性

別の詳細なクロス集計結果を巻末資料として掲載している。 

調査の実施に当たり、ご協力いただいた多くの企業の方々に厚く御礼申し上げたい。本報

告書が、関係各方面で広くご活用いただければ幸いである。 
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